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　本市は、昭和43年に最初の総合計画を策定して以来、四

次にわたる総合計画を策定し、総合的・計画的なまちづくり

を進めてきた結果、豊かな自然環境と調和した落ち着きのあ

る住宅都市として発展し続けています。

　今般策定しました「第五次箕面市総合計画」では、これまで多くの先達が築き上げてこ

られた箕面市の魅力を引き継ぎ、さらに磨きをかけることにより、若い世代の流入と住民

の定着を促し、さらに地域資源の増加へとつなげていく好循環を生み出すことをめざして

います。

　北部に連なるあざやかな山なみ景観とまちなかのみどりに近接した良好な住環境を魅力

の核に、地域のつながりの中での安心した暮らし、充実した子育てサポートと教育環境、

北大阪急行線の延伸による利便性とまち自身のポテンシャルの向上。これらすべてを求心

力として、若い世代を呼び込み、活気と持続性のあるまちをつくるとともに、すべての市

民に愛され、住み続けたいと思ってもらえるまちであり続ける。これこそが本計画の描く

箕面市の都市イメージです。

　本計画が出来上がった今、希望と活力に満ちた10年後の箕面市の姿を市民の皆さまと

共に思い描き、同じ方向を向いてスタートラインに立ったところです。めざす姿を実現す

るための行動は、これから始まります。本計画の策定が多くの市民の皆さまのご参加のも

と進められたのと同じく、本計画の実現に向けてもまた、皆さまと共に歩んでいく道のり

です。市民の皆さまと行政が手を取り合い、歩調を合わせ、しっかりと力強く一歩一歩進

めていく歩みこそが未来の箕面を作り上げます。

　本計画の策定には、多くの市民や有識者の皆さまの参加・参画を得ながら構想を練り上

げるととともに、箕面市総合計画審議会の答申を経て、箕面市議会のご議決をいただき策

定したものです。審議会や策定委員会議の委員各位をはじめ、ご協力をいただいた全ての

市民の皆さまに心からお礼を申し上げますととともに、今後とも魅力あふれるまちづくり

に一層のご理解・ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

箕面市長　　倉田　哲郎
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本文中に※のついている語句は、資料編「 5 . 用語解説集」に
解説があります。
本文中において初出の部分に印をつけています。
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第 1章 総合計画策定の趣旨第 1章

　箕面市は、1968年度（昭和43年度）を初年度とする「箕面市総合計画」にはじまり、
これまで四次にわたる総合計画を策定し、これに沿ってさまざまな施策や事業を展開し
ながら、都市基盤の整備や市民福祉の向上に努めてきました。
　この間、高度情報化や国際化の進展をはじめ、少子高齢化とそれによる本格的な人口
減少時代の到来、地球規模の環境問題への対応や市民ニーズの多様化など、社会や経済
を取り巻く環境は大きく変化してきました。
　また、地方公共団体

※

は、地方分権の進展によって自己決定・自己責任が求められる一
方で、長引く景気低迷による財政状況の悪化など多くの課題を抱えています。本市の財
政状況もまた厳しく、国の三位一体改革

※

による税収減などに起因する恒久的な財源不足
への対応や、基金に依存した財政構造の解消が求められる中で、持続可能な魅力あるま
ちづくり

※

を実現するための取組を進めています。
　このような社会経済環境の変化を背景に、本市は、中長期的な視点に立ち、限られた
行財政資源の中で効率的な行政運営を進めるとともに、市民一人ひとりがまちづくりの
主役という意識を持って、地域の課題を解決する必要があります。自治会をはじめとす
る地縁団体

※

やNPO
※

などの各種市民活動団体、民間事業者などとも力を合わせた「協働
※

のまちづくり」をさらに進め、自己決定・自己責任を基本とする自立をめざすことが求
められています。
　この「第五次箕面市総合計画」は、第四次でもうたわれていた「市民・事業者・行政
の協働によるまちづくり」を継承しつつ、本市の将来を展望し、厳しい都市間競争

※

の時
代に持続可能な発展に向けた新しい視点と発想を加えながら、総合的かつ計画的なまち
づくりの指針として策定するものです。

　総合計画は、本市のまちづくりの将来像やめざすまちの姿、それを実現するための基
本方向などを明らかにしたもので、次のような役割を担っています。

　本市が、長期的な展望のもとで、計画的・効率的な行財政運営を進めていくための
基本指針であるとともに、市民・事業者・行政などのさまざまな主体が協働によるま

第 1節　　総合計画策定の目的

第 2節　　総合計画の役割

1 まちづくりの指針まちづくりの指針
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第 1章　総合計画策定の趣旨

ちづくりを進めていくために共有すべき指針としての役割を果たします。
 

　本市のまちづくり、地域経営
※

の最上位計画として、各種部門別計画を策定する際や
市民がまちづくりに参画

※

していく際の方向性を示す指針としての役割を果たします。

　国・府、事業者などが、本市に関係する計画策定や事業実施をする際には、最大限
尊重することが求められる指針としての役割を果たします。

　　第五次箕面市総合計画は、「基本構想」と「基本計画」で構成します。

　基本構想は、市議会の議決を経て、すべての市民が共有する本市の将来都市像を定
め、これを実現するためにめざすまちの姿と基本方向を示すもので、総合的かつ計画
的なまちづくりの指針となるものです。
　計画期間は、2011年度（平成23年度）を初年度とし、2020年度（平成32年度）
までの10年間とします。

　基本計画は、基本構想で示された将来都市像を実現するために必要な政策・施策
※

を
総合的・体系的に示すものです。また、計画期間内の達成目標を明らかにし、まちづ
くりにかかわるすべての主体の役割分担やその達成に向けての取組を示します。
　計画期間は、2020年度（平成32年度）を最終年度とし、10年後に到達すべき目標
を定めた上で、2011年度（平成23年度）から2015年度（平成27年度）までの 5 年
間に実施すべき取組や中間点における目標値を前期基本計画として策定します。また、
それまでの進捗状況や社会情勢の変化に応じて見直しを行い、2016年度（平成28年
度）から2020年度（平成32年度）までの 5 年間の後期基本計画を策定します。

第 3節　　総合計画の構成と期間

他の機関に尊重されるべき指針他の機関に尊重されるべき指針3

最上位計画としての指針最上位計画としての指針2

基本構想

基本計画
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■計画の期間

　総合計画を着実に推進するために、基本計画において示された取組や目標値が達成で
きたかどうかを明らかにし、総合計画の達成度を評価・検証していきます。その際には、
市民や学識経験者などの意見を聴く機会を設定し、聴取した意見を施策に反映させるな

ど、市民・事業者・行政
の協働によるまちづくり
を推進していきます。
　なお、基本計画には、
目標値を設定し、毎年度
その達成状況を踏まえて
ローリング

※

をしていきま
す。

第 4節　　総合計画の達成度の評価・検証　

基本計画

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

（平成） 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32

基　本　構　想　【10年】基本構想

前期基本計画【5年】 後期基本計画【5年】

3



第 2章 総合計画策定の背景第 2章

　わが国は、経済的な発展によって生活水準が向上し、暮らしは豊かになりました。
社会が成熟するのに伴い、生活の質がより重視されるようになりますが、医療費負担
の増加、年金問題や雇用情勢の悪化など将来の不確実性や、都市環境の悪化、防災
力・防犯力の低下など、社会が複雑化・高度化するとともに増大するリスクに対する
不安が広がり、また、食品偽装や悪質商法などの頻発によって、食や消費生活の安全
性への関心が高まってきています。
　本市には、そうした市民生活の諸側面にかかわる不安に対処するとともに、災害に
対する危機管理体制の充実を図ることや、関係機関と連携し、地域における見守りや
防犯力を高める取組が求められています。

　わが国では、1990年代半ば以降、非正規雇用比率が大きく上昇し、所得・労働条
件の格差拡大などが社会問題となる中、2008年（平成20年）の金融危機以降、製造
現場における派遣従業員など非正規労働者の削減が行われ、雇用のあり方そのものが
問われるようになりました。その一方で、今後人口減少の進行によって労働人口が減
少し、専業主婦や高齢者の労働参加、外国人労働者の受入れなどが進んでいくと予想
されています。
　本市には、仕事と子育てを両立しやすい環境の整備や、行政と市民との協働事業の
推進など市内での多様な就業機会が拡充される取組、フリーター

※

・ニート
※

など若年者
への支援などが求められています。

　地球温暖化が進むと、異常気象の増加や食糧問題の深刻化など、自然環境や社会経
済にも大きな影響を及ぼすと考えられています。地球規模で深刻化する環境問題に対
する関心の高まりとともに、大量生産・大量消費・大量廃棄という従来の経済活動や
生活様式を見直す動きが広がっています。
　山麓に広がる本市は、山のみどり

※

や身近なまちのみどりを守るための取組を継続し、
豊かな自然環境を保全することが求められています。また、二酸化炭素などの温室効
果ガス排出量の少ない「低炭素社会」をめざすため、ごみの発生抑制や省エネの徹底、

地球環境問題の深刻化地球環境問題の深刻化3

労働格差と労働人口の減少労働格差と労働人口の減少2

成熟社会の生活不安成熟社会の生活不安1

第 1節　　時代の潮流とまちづくりの課題
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第 2章 総合計画策定の背景第 2章
自然エネルギーの導入など環境に負荷をかけない暮らしを実践することによって地球
温暖化を防止し、「都市生活と自然が共生する」社会を構築することが求められてい
ます。
 

　わが国では、少子化、高齢化が世界でも類を見ないほど急速に進行しており、21
世紀の半ばには、総人口は約 2 割減少し、 3 人に 1 人が65歳以上になると予想され
ています。人口減少が進むと、これまで一定の人口により支えられてきた各種の公共
施設や行政サービスの水準を維持できなくなる可能性があります。
　本市では新市街地

※

への人口流入が見込まれますが、その定着のためには、子育て支
援策や教育環境を充実させることによって、子育て世代が「箕面に住んでみたい、住
んで良かった、住み続けたい」と思えるまちづくりに取り組むことが必要です。一方、
既成市街地では高齢化が進むと推測されますが、これに伴い、高齢者の社会参加を促
進し、高齢者がいつまでもいきいきと活躍でき、高齢者の生活を地域で支えるまちづ
くりが必要です。このように、本市には、子どもや子育て世代にとっての魅力、高齢
者にとっての魅力、それぞれにとっての新しい魅力づくりが求められています。

　わが国では、国際化や情報化、システム化が進み、人々がさまざまな選択を自由に
行うことができる社会環境になってきました。「物質的な豊かさ」から「精神的な豊
かさ」への志向の変化や個人を大切にするライフスタイルを重視する傾向の高まりな
ど価値観が多様化し、誰もがいつでも、生涯を通じて学び、自己実現できる環境づく
りが重要となっています。また、地域では、興味・関心を同じくする市民同士のネッ
トワーク化が進み、今後ボランティア活動に参加する市民もますます増えてくると考
えられます。
　本市には、やさしさ・ぬくもり・思いやりの心で人と人とが交流しあい、一人ひと
りが大切にされていると実感できる、外国人にとっても住みやすい多文化共生の地域
社会の実現が求められています。

　地方分権一括法による機関委任事務制度
※

の廃止や三位一体改革などによる地方分権
の進展によって、地方公共団体は、その行財政運営の自由度が高まり、自らの判断と
責任のもとに、地域の実情に沿ったまちづくりをさらに進めることが求められていま
す。

地方分権の進展と地域経営地方分権の進展と地域経営6

価値観の多様化と地域社会文化価値観の多様化と地域社会文化5

少子高齢化と人口減少少子高齢化と人口減少4
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第 2章　総合計画策定の背景

　本市が自己決定と自己責任による行財政運営を進めるためには、市と市民が情報を
共有して、それぞれが果たすべき責任と役割を自覚し、相互に補完し、協力する協働
のまちづくりを推進するとともに、地域の課題は地域で解決していくための仕組みづ
くりが求められています。

　地方財政は、長引く景気低迷や社会保障関係など義務的経費の増加、地方への不十
分な税源移譲策などにより、深刻な状況が続いています。
　本市においても、税構造の特性から税収入などの経常一般財源

※

が大幅に減少するな
ど、極めて厳しい状況となっています。毎年度の財源不足を解消し基金に頼らない行
財政運営を持続していくためには、市税などの収入の増加を図るとともに、将来に向
けた重要政策に重点的に資源を配分するなど効率的な自治体経営が求められています。

 

　本市では、1996年（平成 8 年）からまちづくりの基本的なあり方について市民参画
のもとに検討を進め、市及び市民がめざすべきまちづくりの基本的なルールを共有化し
ようと、1997年（平成 9 年）に「箕面市まちづくり理念条例」を制定しました。条例
では、「市民」こそがまちづくりの主体であり、すべての人の基本的人権の尊重のもと
に、市民相互に協働するとともに、市と協働して「健康と福祉」「文化創造」「環境との
調和と共生」「自然との調和」「多世代の共生」「安全」のまちづくりを推進することを
うたっています。
　まちづくり理念条例に掲げられたこれらの諸理念は、今日においてもその意義を失っ
ていません。むしろ前節で示したように、社会情勢が大きく変化し、地域を取り巻く状
況もますます厳しくなっていくことが確実なこれからの時代においては、これらの諸理
念を、まちづくりに共に取り組む市民と行政の共有財産として、より一層尊重していく
ことが求められています。
　本市の誇りであるこの理念をもとに、次の 2 つの基本となる考え方を第五次箕面市
総合計画の基本方針として位置づけ、「箕面のあした」をめざし、みんなでまちづくり
に取り組みます。

第 2節　　まちづくりの基本となる考え方

財政状況の深刻化と経営改革財政状況の深刻化と経営改革7
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　自立した地方自治のまち・箕面が求められています。「私たちのまちは、私たちが
つくる」という市民主体意識の盛り上がりが、まちづくりの原点です。そのため、下
記の 3つの考え方「自助」・「共助」・「公助」を、箕面のまちの役割規範と定め、行政
はもとより、市民、地縁団体やNPOなどの市民活動団体、公益団体、事業者などす
べての主体が、まちづくりの担い手として参加・参画することが重要です。

　箕面はみどり豊かな住みよいまちです。「住んでみたいまち」「住み続けたいまち」
という評価を高めることが、都市間における本市の位置付けの向上、ひいてはまちの
発展につながります。わが国の社会が大きく変わるこれからの時代、まちの魅力を高
めることが、ますます重要な意味を持ってきます。
　地域経営の好循環を生み出すのは、「箕面の魅力アップ」です。地域資源を活用し、
まちの魅力を高めることが、住民の定着、若い世代の流入を促し、安定した人口規模
のまちとして都市基盤を維持するとともに、地域の人材や財源など、地域資源の増加
を導きます。

自助 共助 公助 の役割分担

自助 自らできることは自らが担おうという考え方
※社会をよくするために、市民一人ひとりができることを行います

共助 役割分担をしながら共に助け合おうという考え方
※市民相互の連帯や市民と行政との協働を進めます

公助 行政の仕組みを通して、助け合おうという考え方
※個人や地域あるいは民間の力では解決できないことについて、行政が
　市民一人ひとりを支えます

箕面の魅力アップ

魅力アップのための重点課題

　都市の魅力を高め、住み心地の良さを実感できるまちをめざし、次の課題に重
点的に取り組みます。

子育てしやすいまち
　子育てや教育環境を整えるとともに、子育てしやすい魅力あるまちづくり
を進めます。

交通機関が便利なまち
　鉄道の延伸をはじめとした都市交通基盤を整え、公共交通による移動に便
利な交通体系の整備を推進します。

みどりがあふれるまち
　豊かな自然環境と住宅都市としての魅力をさらに高めるため、市民と共に、
みどりを守ります。
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第 3章 将来都市構想第 3章第 2章　総合計画策定の背景
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第 3章 将来都市構想第 3章

　第 1 章で示したように、総合計画は、市民・事業者・行政などさまざまな主体が協
働でまちづくりを進めていくための指針となるものです。そして、前章で確認したよう
に、厳しい状況の中で何よりもまちづくりに求められるのは、箕面市まちづくり理念条
例に掲げられた諸理念を踏まえつつ、自助・共助・公助の役割分担の原則に基づく協働
のまちづくりを推進し、「箕面の魅力アップ」を図っていくことです。
　これらのことを踏まえ、第五次箕面市総合計画において、めざすべき将来都市像を以
下のとおり設定します。

　わがまち箕面が、いつまでも活力のあるまちであり続けたいというのは、みん
なの願いです。少子高齢化、都市基盤の老朽化、中心市街地の活力低下、時代と
ともに失われてきた自然環境など、「ひと」「まち」「やま（自然環境）」に関する
さまざまな社会課題をプラスに変える、元気な箕面こそ求められる都市像です。
　将来都市像には、次のような意味が込められています。

ひとが元気…一人ひとりがそれぞれのスタイルで、健康で安心して心豊かに暮ら
し、高齢者と若い世代の交流など市民がお互いにかかわりあいなが
ら、元気に生活するまち

まちが元気…道路や公共施設が整備され、医療、商業・サービス業など市民の生
活に密着した機能が確立し、暮らしを支えているまち

やまが元気…みどり豊かな自然を守り、人が自然とふれあい共生しているまち
みんなでつくる「箕面のあした」

箕面の魅力であるみどり豊かな住みよいまちを次世代にも引き継い
でいくため、市民、事業者、市民活動団体、行政など、みんなで元
気な箕面をめざしたまちづくりを進めていこうという強い意志

第 1節　　将来都市像
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総合計画が描く
都市イメージ
総合計画が描く
都市イメージ

　第五次箕面市総合計画では、「ひとが元気 まちが元気 やま
が元気」な「箕面のあした」をみんなでつくっていくことを
めざしています。この将来都市像を実現するためには、箕面
の魅力アップを図ることにより、若い世代の流入と住民の定
着を促し、さらに地域資源の増加へとつなげていく好循環
（スパイラルアップ）を生み出すことが必要です。
　ここでは、第五次箕面市総合計画を推進することによっ
て、めざすべき将来都市像に向かっていきいきとした発展を
遂げていくこれから10年間の箕面の姿を描くとともに、そ
の先にある未来の箕面へ向けた歩みを映し出していきます。

　多くの人々にとって、箕面の最
大の魅力は、北部に連なるあざや
かな山なみ景観やまちなかの樹木
や田園といったみどりの豊かさに
あります。このような優れた環境
は、箕面だけでなく市域を越えた
大阪のみどりとして、ますます貴
重な財産となっています。この豊
かなみどりを守り育てるため、多くの市民・団体が行政やみどりの所有者と協働して活発
に活動し、みどりがあふれる住宅都市として魅力をさらに高めていきます。
　また、箕面の次世代を担う子どもたちや若者世代をはぐくむため、保育所の待機児童を
解消するとともに、地域住民同士での子育て支援を活性化します。学校やコミュニティセ
ンターなどのさまざまな公共施設が「子育ての場」として提供され、子育てサークルなど
の市民活動団体による多彩なイベントが開催されます。学校やさまざまな団体、地域が連
携することで、親子と高齢者など世代間の交流も進み、子どもたちが健やかに成長でき、
子どもたちの笑顔と歓声にあふれる子育てしやすく教育環境の整った都市となります。
　さらには、地域住民の暮らしやすさや働きやすさを一層向上させ、都市骨格の背骨とな
る鉄軌道「北大阪急行線の延伸」が実現します。これは大阪の大動脈である地下鉄御堂筋
線と直結することで、かやの中央地区（箕面新都心）や船場地区から大阪都心部まで乗り
換えなしのアクセスが可能となり、利便性が大きく向上します。また、鉄道の延伸により
バスと鉄道の結節点を市内に移し、東西のバス路線網を大幅に充実させることで、自動車
に依存しない公共交通機関が便利な都市が実現します。
　このように、今後10年の間に、豊かなみどりを守り育てるとともに、より子育てがしや
すく、そして交通機関が便利になっていくことで、箕面の魅力アップが進んでいきます。

　箕面の魅力アップが実現すると、若い世代
の流入と住民の定着が進みます。
　鉄道の延伸により、みどり豊かな環境を備
えた良好な住宅都市としての価値がさらに高
まっていくとともに、バス路線網の充実と併
せて市内外への通勤・通学・買い物などの利
便性が向上することで、働く世代や学ぶ世代

箕面の 魅力アップ

若い世代の流入と住民の定着
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地域資源の増加

地域資源を生かした 新たな都市の姿

が暮らしやすい都市として、若い世代を中心に
人々の流入を促します。
　さらに、公共交通機関の利便性が向上するこ
とで、定住人口を増加させるだけでなく、市外
からより多くの買い物客や観光客を呼び込むこ
とにより、観光・商業が活性化し、若い世代の
みにとどまらずさまざまな人々の間で交流が生
まれる活力あるにぎやかな都市へと発展していきます。
　鉄道の延伸は、バスと電車の乗り換えの充実やバリアフリー化により、高齢者や障害者
をはじめとするすべての市民の移動しやすさを向上させます。また、自動車による道路混
雑を緩和することにより、二酸化炭素の削減を可能とします。このように、人と環境にや
さしい都市をつくっていくことで、住民の安心な暮らしを支えていきます。
　また、市内には多くの留学生や外国人が暮らしています。言葉の壁の解消や相談支援活
動などを進めることにより、新たなビジネスや研究に携わる諸外国の人々との交流が生ま
れ、魅力ある多文化共生の都市としてさらなる国際化が進展します。
　こうしたまちづくりを進めることにより、若い世代をはじめとして人々の流入が促され、
まちに定着していくことで、箕面の地域資源の増加へとつながっていきます。

　箕面の魅力アップが実現し、若い世代の流入と住民の定着が進むことで、まちが大きく
発展していくとともに、「ひと・もの・かね・情報・ノウハウ」といった地域資源が増加
していきます。
　このように新たに生まれてくる地域資源とこれまで箕面が培ってきた豊かな地域資源を
組み合わせ、活用していくことにより、めざすべき「箕面のあした」の実現に近づいてい
きます。
　これから新たに生まれる地域資源として、箕面森町（水と緑の健康都市）や彩都（国際

文化公園都市）において新たな住民の流入
と定着が進むとともに、箕面の最大の観光
資源である箕面大滝と滝道の魅力をさらに
高めるための箕面駅周辺の整備や、地域商
業の再生とにぎわいの創出を図るための桜
井駅前の整備により、まちの姿は大きく変
わっていきます。
　また、これから10年の間に、まちを支え

る新たな交通体系として北大阪急行線の延
伸や新名神高速道路の開通が実現し、まち
の整備との相乗効果によって、箕面のまち
全体の価値を底上げしていくことで、地域
資源を守り育て、さらに生み出していく都
市となっていきます。

　新たな地域資源の中でも、特に鉄道の延伸は、都心部へのアクセスをはじめとする利便
性の向上やみどり豊かな住宅都市としての箕面の価値を高めることももちろん、延伸に伴
って新駅が設置されるかやの中央地区や船場地区の姿を一変させていくものとなります。
　かやの中央地区については、大規模商業施設を拠点として整備が行き届きつつあり、商
業地・住宅地としてだけでなく、北部に連なる山なみと東西に広がる田園風景に包まれた
豊かさをはじめとして、都心部にない価値を持っています。鉄道の延伸は、人々の交流や
商業の活性化を通じてその価値をさらに高め、みどりに包まれた商業・生活圏を持つ希少
価値のある都市となっていきます。
　そして、まち開きから40年以上を経過し、まちの更新期を迎えつつある船場地区は、こ
れまで展開してきた繊維卸商の流通拠点としてのまちから転換し、箕面を大きく発展させ
る可能性を秘めています。鉄道の延伸により、大阪都心部の民間企業とのかかわりを深め、
大阪北部随一のビジネス圏を形成していくとともに、近隣に集積している大学や研究機関
へのアクセスが向上することで最先端の知的資源を活用することが可能となり、産・官・
学の連携による大学発ベンチャー企業を生み出すなど、「地の利」と「知の利」を生かし
て新産業を創り出す都市へと生まれ変わっていきます。
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めざすべき「箕面のあした」に向けて

夢と希望にあふれた未来の箕面へ

　このように、これまで培ってきた地域資源を活用するとと
もに、新たに生まれる地域資源と組み合わせ、さらに次の世
代へとつながる地域資源を創出していく好循環（スパイラル
アップ）を生み出すことにより、暮らし・経済・環境のバラ
ンスのとれた発展が進みます。
　まちの発展とともに人々の暮らしもより豊かなものとなり、
めざすべき「ひとが元気 まちが元気 やまが元気」な「箕面
のあした」へと向かっていくことになります。

　「箕面の魅力アップ」から「若い世代の流入と住民の定着」、そして「地域資源の増加」
へという好循環（スパイラルアップ）を生み出し、めざすべき「箕面のあした」を実現す
るためには、自助・共助・公助の考え方を基本として、行政はもとより、市民、市民活動
団体、事業者などすべての主体がまちづくりの担い手として参加・参画する「協働による
まちづくり」を進めていくことが重要です。
　また、行政は、厳しい財政状況から脱するため、不断の行財政改革を着実に進める一方
で、未来の箕面の姿を市民や市民活動団体、事業者などと共有し、そのために必要な施策
を迅速かつ柔軟に展開します。
　第五次箕面市総合計画を推進することにより実現していく10年後の「箕面のあした」と、
その先にある“夢と希望にあふれた未来の箕面”をめざして、21世紀型の持続可能な都市を
みんなでつくっていくことが求められています。

　経済環境が一層厳しくなり、社会情勢が激しく変化してい
く中、みんなで“夢と希望にあふれた未来の箕面”を紡いでい
くことは、これまで築いてきたまちの豊かさをより高め、次
の世代へとそれを引き継いでいくための大切な営みです。
　箕面には、夢と希望を実現するための環境や地域資源、
人々や組織の活力があふれています。
　第五次箕面市総合計画は、それら一つ一つの輝きと、めざ
すべき「箕面のあした」へ、そして“夢と希望にあふれた未
来の箕面”へと向かうための道筋を描いています。
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第 4章 めざすまちの姿と基本方向第 4章第 3 章　将来都市構想

　第五次箕面市総合計画の目標年度である2020年度（平成32年度）における将来人口
は、おおむね13万 8 千人と想定します。
　わが国の総人口は、2005年（平成17年）に初めて死亡数が出生数を上回る自然減と
なり、減少局面に入りつつあることが明らかになっています。
　本市においても、少子化の進行や近年の社会動態が今後とも継続していくことを前提
とした場合、既成市街地の人口は減少傾向にあります。
　しかし、子育て支援策や教育環境の整備充実などの施策によって、箕面の魅力を高め、
新市街地を中心に子育て世代など若年層を呼び込むという政策効果を考慮し、2022年
度（平成34年度）までは人口の微増傾向が継続すると想定します。ただし、今後の社
会経済状況が、箕面森町、彩都、小野原西地区の新市街地での住宅供給計画や消費者の
動向に影響を与え、その影響が人口増減を決定する要因である社会移動（転入及び転
出）を大きく左右することから、適宜人口推計を見直して、その結果に応じた施策を展
開します。

第 2節　　将来人口
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第 4章 めざすまちの姿と基本方向第 4章

　めざすべき将来都市像を実現するため、基本的人権を尊重した市民主体のまちづくりを
前提として、以下の 5 つのまちの姿の実現をめざします。また、これらのまちの姿を実
現するために、19の基本方向に沿って取組を進めます。
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第 4 章　めざすまちの姿と基本方向

めざすまちの姿めざすまちの姿めざすまちの姿

　すべての市民が安全・安心を感じ、いきいきと働き、暮らす
ことのできる活気のあるまちです。

　市民主体の健康づくり運動や介護予防活動に市民と行政が協働して取り組
むことで、生活習慣病の改善や生活機能の維持・向上が図られ、健康寿命

※

も
延び、市民は健康の維持・増進を実感しています。また、市立病院では、近
隣病院やかかりつけ医との連携の推進や救急医療の充実を図ることにより、
地域の中核病院として信頼される良質な医療が提供されるとともに、経営改
善も進んでいます。
　充実した介護・福祉サービスが提供され、市民の意識も高まることで、子
どもから高齢者まで、障害のある人もない人も、すべての市民が、人間とし
て尊重され、地域で安心して日常生活を送れるよう、バリアフリー化が進む
とともに、誰もが社会参加できる「ノーマライゼーション

※

社会」が実現して
います。また、社会福祉協議会、民生委員・児童委員、医療機関などの地域
における多様な支援機関の連携による協力体制が構築され、住民同士の支え
合い活動も広がっています。
　防犯・防災パトロールなどのまちの見守り活動が地域に定着し、市民と行
政が一体となった災害対策が確立され、もしもの時にはお互いに助け合える
地域の和が醸成されています。また、自主的な地域の支え合い・助け合いに
より消防力の充実が図られるとともに、交通事故や犯罪が低減しています。
　市内における起業支援や事業開拓支援などによって地域の雇用機会が増え
るとともに、地域の雇用環境が整備されて、人がいきいきと人間らしく働い
ています。就職困難者に対しては、就労相談を中心に、関係機関の連携によ
る多面的な支援が行われ、すべての市民が働く権利を実現できています。
　消費者相談が充実するとともに、適切な情報や学習機会が提供されること
によって消費生活や食の安全に関する市民の意識や知識が高まり、消費者の
利益と豊かな暮らしが守られています。

第 1節　　安全・安心でみんながいきいき暮らすまち
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1  みんなで健康づくりを進め、信頼できる地域医療をつくります
日常生活に定着した健康づくり運動や介護予防活動に市民自らが積極的に取り組み、
心と身体の健康を守り、健康寿命を延ばします。
安心・信頼して医療を受けることができるよう、かかりつけ医の推進や救急医療の
充実など地域医療システムを確立します。
市立病院は経営基盤を確立させ、地域での役割分担を進め、良質で安全・安心な医
療を提供します。

2  ノーマライゼーションの理念に基づき誰もが安心して暮らせるバリアフリーのまち
をつくります

高齢者が住み慣れた地域でその人らしい生活を続けることができるよう、市民・事
業者・行政が協働し、高齢者施策の推進を図ります。
障害者市民についての理解を深めるとともに、自己選択・自己決定を尊重し、ライ
フステージ

※

に応じた総合的な障害者市民施策を推進します。
保健福祉施策を総合的に推進するとともに、専門的機関とNPO・ボランティアな
どによる自主的な活動が連携し、地域での支え合いを支援する仕組みを構築します。

3  みんなで支え合って暮らしの安全を守ります
自治会などと協働して災害に強いまちづくりの推進・危機管理体制の整備を進める
とともに、自治体間の広域連携を進めます。
関係機関や市民との協働による防犯体制を強化し、安全で住みよいまちをめざします。
消防・救急体制の充実・整備を図るとともに、市民の協力を得て火災や救急への備
えを充実します。
交通事故の減少に向け、人命尊重を第一に考え、高齢社会に向けての対策など市民
の暮らしの変化に応じた交通安全施策を進めます。

4  みんながいきいき働き、豊かに暮らせるまちをつくります
雇用対策及び勤労者福祉に関する制度の周知に努め、人がいきいきと人間らしく働
けるよう雇用環境の整備を図ります。
地域の雇用機会を増やし、公共職業安定所などの関係機関と連携して、ひとり親家
庭や障害者市民などの就職困難者の就労を支援します。
消費生活センターの機能を強化し、消費や食の安全・安心を守ります。

基本方向
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第 4 章　めざすまちの姿と基本方向

めざすまちの姿めざすまちの姿めざすまちの姿

　子どもも大人もすべての市民が、人種、民族、信条、性別、社会的身分、
疾病、障害があることなどによって差別されることのない、人権尊重を基軸
とした多様な価値観や多文化が共生する地域社会が形成され、国際的な交流
や外国人市民の日常生活の支援、男女協働参画社会の実現に向けた環境づく
りも進展しています。
　子育ては、家庭を基盤としながらも社会全体の課題としてとらえる考え方
が定着しています。そして、仕事と家庭の両立支援施策が充実し、家族が孤
立しないよう、地域の暖かい目線をはぐくみ、さらに相談窓口や交流の場に
関する充実した情報が提供されるよう、さまざまな角度で親支援を実行して
います。また、虐待予防の取組も進み、地域によるネットワークが形成され
ています。
　子どもたちの豊かな育ちと
確かな学びが市民と行政との
協働で支援され、生きる力を
はぐくむための教育を着実に
推進しています。また、保育
所・幼稚園・学校と家庭・地
域との緊密な連携による、特
色ある教育活動が進んでいます。子どもたちや学校にかかわるすべての人々
にとって、安全で快適な教育環境が整備されています。
　市民が自主的に学び、交流するための学習やスポーツ機会が拡充され、地
域の課題や社会的な課題を学習する機会も豊富になっています。また、市民
は、学んだことを地域で生かす取組を行っています。そのことにより、地域
社会の多様性、つながり、支えあいが生み出されています。

　子どもたちが安心かつ豊かに育つための環境づくりが進み、
子どもも大人も、ともに育つまちです。

第 2節　　子どもも大人も育つまち
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1  人と人が認め合い、受け容れあう豊かなまちをつくります
すべての人が、一人の人として等しく尊重され、互いに認め合う社会をめざします。
外国人市民の人権が尊重されたコミュニティの醸成に努めます。
男女がともにいきいきと暮らせる地域社会をめざします。

2  子どもたちを地域ではぐくむまちづくりをめざします
家庭や地域における子育てへの支援と子育て環境の整備を図ります。
保育サービスの充実と多様な保育ニーズに対応します。
子どもの居場所、活動拠点の整備・充実と自由な遊び場づくりを進めます。
子どもの健やかな成長に向けた社会体験ができる機会の提供、地域交流の充実に取
り組むなど子どもの育ちをはぐくみます。

 
3  子どもたちの生きる力・つながる力をはぐくむ教育を進めます

子どもたち一人ひとりを大切にしたきめ細かい教育に取り組みます。
学校、家庭、地域が一体となり、地域ぐるみで子どもたちの教育を推進します。
安全・安心な教育環境の整備と教職員の授業力向上などの資質向上に取り組みます。

4  生涯にわたって学び、学びを生かせるまちをつくります
市民が自主的な生涯学習活動を活発に行います。
多様な生涯学習機会を充実します。
学んだことを地域で生かします。
生涯学習拠点の整備・連携を進めます。

基本方向
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第 4 章　めざすまちの姿と基本方向

めざすまちの姿めざすまちの姿めざすまちの姿

　学校、地域、事業所では、環境をテーマとする学習や交流活動などが活発
に行われ、環境に配慮した生活や事業活動の普及、電気・ガス・水道などの
省エネルギー化・省資源化が進み、環境にやさしい生活や活動が定着してい
ます。
　家庭でも事業所でも、廃棄物の発生抑制、再使用、再資源化が進んでいま
す。その上で、やむを得ず廃棄物となるものは、適正に処理されています。
　市街地の緑化や緑地の保全、みどり豊かな都市景観形成、ヒートアイラン
ド

※

対策、みどりや自然エネルギーなどを取り入れた環境共生
※

型の住宅や事業
所の普及・促進などに積極的に取り組むことによって、快適で環境にやさし
い循環型のまちづくりが進み、地球温暖化の抑制に貢献しています。環境に
配慮した水道水の安定供給、下水（汚水・雨水）の適切な排水も進んでいま
す。
　公共交通や低公害車など環境にやさしい交通手段への転換が進み、併せて、
歩行者・自転車の安全や円滑な自動車交通のための道路ネットワークの整
備・保全が進んでいます。また、市民の高齢化に対応して、市内の移動が容
易にできるバス路線網の整備などバスの利便性が向上しています。環境と財
政負担に十分に配慮した上で、広域的な交通基盤の整備が、慎重かつ堅実に
進められ、都心へのアクセスのための公共交通の利便性が向上し、自動車に
よる環境負荷が軽減されています。

　すべての市民・事業者・行政の協力によって、身のまわりの
環境から地球環境に至るさまざまな環境問題に配慮が行き届き、
都市と自然との共生をめざしたまちづくりと環境にやさしいラ
イフスタイルへの転換が進んだ、環境への負荷が低減されたま
ちです。

第 3節　　環境共生さきがけのまち
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1  環境にやさしい生活を進めます
省エネルギー、省資源化を実行し、自然エネルギーの利用を進めます。
ごみの 3 R

※

（発生抑制、再使用、再資源化）を進めます。

2  市街地における環境を保全し、水とみどり豊かなまちをつくります
まちのみどりを守り生かすことで、みどり豊かな都市景観の形成、環境共生型のま
ちづくりを進めます。
市民・事業者・行政などが互いに連携し、みどりや自然エネルギーを取り入れた環
境共生型のまちづくりを進めます。
上下水道施設の計画的な改築・更新、効率的な維持管理を図り、地球環境に配慮し
た上下水道事業の経営を進めます。

3  人と環境にやさしい交通体系を整えます
公共交通の利用を促進し、マイカー依存を軽減するとともに、低公害車の普及を進
めます。
歩行者や自転車が快適に移動できるような道路を充実し、安全で円滑な交通を確保
します。
鉄道の延伸やバス路線網の整備を進め、利便性向上と環境負荷の軽減に取り組みま
す。

基本方向
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第 4 章　めざすまちの姿と基本方向

めざすまちの姿めざすまちの姿めざすまちの姿

　山間・山麓部のみどりは、箕面の魅力と豊かな住環境などをはぐくむ多面的な
機能を持っています。こうしたことへの理解が広く市民に共有され、国・府との連
携や山林所有者の協力のもと、市民・事業者・行政が協働して山なみ景観や動植
物の保全に取り組み、多くの市民が望む「落ち着いて暮らせるまち」が実現してい
ます。美しい河川が守られ、水辺空間は市民の憩いと安らぎの場となっています。
　山岳信仰の場として知られる名勝箕面山など市内各地の豊かな歴史や伝統・文
化が大切にされ、市民がそれらに出会い、それらを学ぶ機会が充実しています。
そして、そうした歴史や文化をわがまち箕面の誇りとして、地域の中で子どもた
ちとともに守り、後世に引き継ぐ取組も随所で行われています。また、市民の自
主的な文化活動が活発になり、新たな箕面の文化として定着・発展しています。
　大都市近郊に残る豊かな自然をはじめ、歴史的な建造物や旧街道などの地域資
源を見直し、市民・事業者・行政が協力して磨きあげ、その魅力を高めることに
より、秋の紅葉の時季だけでなく、四季を通じて観光客で賑わっています。
　農業では、営農基盤などの整備が進むとともに農地の持つみどり・癒し空間な
ど多面的な機能が重視され、市民・事業者・行政が協力した営農支援体制が充実し、
地産地消

※

が進んでいます。商業では、地域の農産物や特産物をはじめ、地域の特
性を生かした魅力ある商品やサービス、店舗づくりも進み、商店街をはじめとす
る地域商業の活性化のために市民と商業者が支え合っています。また、産業分野
では、産官学の連携による学術研究機関やその他研究開発施設など、環境負荷の
少ない企業が、彩都や箕面森町など市域各地に誘致され、最先端の学術研究・企
業研究が行われています。
　子育て環境の整備、鉄道の延伸など公共交通の充実による新しいまちづくり、
みどり豊かな環境の保全・育成などが進んで都市の魅力が一層高まり、その魅力
を全国に発信することによって、住んでみたいと思う人たちが増えています。

　市民・事業者・行政が、みどり豊かな箕面の魅力と価値をか
けがえのないものと認識し、自然環境、歴史や文化、住環境、
まちなみ景観、観光や産業など、箕面の魅力を高めるまちの財
産にさらに磨きをかけて、「箕面らしさ」を次世代へ引き継い
でいくための取組を行い、市外の人たちから「住んでみたいま
ち」としてうらやましがられるまちです。

第 4節　　「箕面らしさ」を生かすまち
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1  山麓に代表されるみどり豊かな自然環境を守ります
山とみどりの自然環境を箕面のかけがえのない魅力として大切にする意識を高め、
市民・事業者・行政の協働による保全活動を広げます。
美しい河川を守り、水辺環境を市民の憩いとふれあいの場として大切に保全してい
きます。

2  住宅都市として培われてきた落ち着きのある安心な住まい・まちなみ景観を大切に
します

景観に配慮した美しいまちなみを守り育てていきます。
多様な人々が安心して住み続けられる住まい・まちづくりを進めます。

3  旧街道などの歴史や新しい市民文化を後世に伝えていきます
市民が箕面の歴史・文化に誇りを持って子どもたちに伝えていけるよう支援します。
市民の自主的な文化活動が新しい箕面の文化として定着するよう支援していきます。

4  箕面の滝や紅葉に加え、新たな魅力の創出によって観光や産業を活性化します
観光資源を生かし、四季を通じて快適で魅力ある観光地とします。
新産業の誘致をめざすとともに、地域の特性を生かし、サービスや魅力を向上させ
る取組を進め、商店街に活気を取り戻します。
市民・事業者・行政が協力して地産地消を推進するとともに、農地が持つ多面的な
機能を生かしながら農業を活発化します。

5  箕面らしい都市魅力をさらに高め、誰もが住んでみたいと思うまちをつくります
「箕面らしさ」を全国に発信し、箕面のブランド力を高めます。

基本方向
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第 4 章　めざすまちの姿と基本方向

めざすまちの姿めざすまちの姿めざすまちの姿

　小学校区程度の地域を単位として、多様な主体が参画し、市民と行政がと
もに地域課題を集約し解決していく仕組みが確立され、地域コミュニティが
活性化しています。さまざまな主体が連携し、助け合って地域づくりを進め
ています。
　地域の各種市民活動団体が主体性や自立性を保ちながら、総合力を発揮で
きるよう、相互の連携が強くなっています。こうした公益的な市民活動を行
う団体のネットワークを活用し、行政との対等な関係（パートナーシップ）
を通じて、地域で活動するさまざまな主体がまちづくりを担う仕組みが確立
されています。さらに、こうした活動を地域で担う人材を市民と行政が協力
して育て、元気なまちを実現しています。
　将来にわたって輝き続けるまちとなるために、行政は厳しい財政状況を乗
り越え、経営の健全化を図っています。行政は、いままで担ってきた業務を
見直し、市民ができることは市民が担い、市民と協働でできることは協働で
担う仕組みを整備した結果、行政でなければできない機能に集中して、一層
の効率化が進んでいます。

　市民・事業者・行政がそれぞれの役割を持ち、あらゆる課題
や情報を共有しながら、誰もが主体的に公共を担う魅力のある
まちです。

第 5節　　誰もが公共を担い、みんなでつくるまち
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1  地域コミュニティが元気で住みよいまちをつくります
自治会をはじめ地縁団体をより活性化し、隣人同士の助け合いの輪を広げます。
小学校区程度の地域を単位として、地域コミュニティの各団体が地域の課題を協力
して解決していく仕組みを市民とともに構築します。
地域のビジョンや計画を策定し、地域主導で住民自治を進めます。

2  市民活動相互の連携を強化し、公共の担い手をこれまで以上に多様化・多元化します
多くの市民がNPOやボランティア活動に参加できるような社会基盤の整備を進め
ます。
市民活動団体の組織化、自立化を進めます。
市民活動団体相互間のネットワークを強化します。

3  行政は市民とともに無駄のない経営を進め、健全な財政を次世代に継承します
市役所の業務をより一層効率化し、組織も人もスリム化します。
市民の意見をより一層政策形成の過程に反映します。
財政の状況を分かりやすく報告し、市民の理解を得て行財政運営の効率化を進めま
す。

基本方向
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第 5章 基本構想実現のために第 5章

　第 4 章で描いためざすまちの姿を実現するためには、この基本構想を市民と行政が共有し、本市
の基本理念を示した箕面市まちづくり理念条例や箕面市市民参加条例などの趣旨に沿って、市民主
体のまちづくりに取り組むことが求められます。そこで、本章では、「参画と協働のまちづくり」と
「新たな地域経営によるまちづくり」を基本構想の全編を貫く視点としてその方針を定めます。

　市民ニーズの多様化、複雑化など社会経済情勢の変化の中で、従来は家庭や地域が担ってきた
個別的、地域的な課題を、行政が公共サービスとして担うようになり、さまざまな取組を進めて
きた結果、行政サービスの領域はさらに拡大してきています。しかし、昨今の厳しい財政状況の
もと、今後も行政がすべての課題に対応していくことは困難です。
　市民一人ひとりが地域の課題を身近に感じ、まちづくりのさまざまな活動に参画するとともに、
「自助」・「共助」・「公助」の役割分担のもと、市、地縁団体やNPOなどの市民活動団体、公益団体、
事業者など多様な主体が公共サービスを共に担う「協働のまちづくり」をさらに進めることが必要
です。また、多様な主体が、開かれた自由な議論を通して、自分たちにとってよりふさわしい公
共を創造していくことが今後重要になってきます。

●市民は、一人ひとりがまちづくりの担い手としての意識を持ち、市政への市民参加・参画の機会を
利用して意見を述べたり、自ら積極的に市民活動・地域活動に取り組みます。

●市民活動団体は、まちづくりの担い手として、自己の責任に基づき、活動の目的及び内容を広く
市民に知らせ、理解されるよう活動の充実を図ります。また、意欲のある市民がその活動に参加
できるよう開かれた運営を行います。

●事業者は、地域社会の構成員として積極的に地域活動に取り組むとともに、自らが持つ人材、情
報、施設・設備、資金などの資源を活用して、市民活動の支援に努めます。

●市と市民、市民活動団体、事業者などは、お互いの立場や特性を理解した上で、対等の立場で話
し合い、力を出し合う機会を広げます。また、協働の取組やその成果を広く市民に公表します。

●市は、市政に市民の意見を反映させるため、政策形成段階から市民が参画する機会を広げ、その
情報は各種媒体を通して広く市民に伝えます。

●市は、市民が市民活動・地域活動に参加しやすくするため、地域の情報を収集し、提供するととも
に、市民活動団体などの活動を促進するためのさまざまな支援を行います。

参画と恊働のまちづくり

第 1節　　参画と協働のまちづくりに関する方針
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第 5章 基本構想実現のために第 5章

　低成長社会を迎えた今日、地方分権時代にふさわしい活力あるまちづくりのためには、前節の
協働のまちづくりを進める一方で、不断の行財政改革を進めることが大きな課題です。「参画と協
働のまちづくり」と「行財政改革の推進」は相互に補完し合ってこそ効果を高めるものであり、今
後の本市の発展には不可欠な要素です。
　本市では、2003年（平成15年） 2 月に「箕面市経営再生プログラム」、2006年（平成18年） 3
月に「箕面市集中改革プラン」を策定し、さまざまな改革に取り組んできました。しかし、歳入面
では、国の三位一体改革による税収減など恒久的な減収が見込まれるとともに、歳出面では、公
共施設の維持管理や新たな市民ニーズへの対応も含め、今後極めて厳しい財政見通しとなってい
ます。
　効率性の高い行政サービスの実現を図るため、行政は経営資源である人・物・資金・時間の有限
性を強く認識したうえで、今後もスリムで変化に強い行政経営と持続可能な財政構造に向けた改
革を進め、市民、市民活動団体などと協働で地域経営に取り組む必要があります。
　したがって、地域にある課題や資源、特性などを的確に把握し、地域全体を経営するという視
点に立って、これらを市民・事業者・行政が共有し、課題解決の目標に向かって協働で取り組むこ
とが重要になります。そして、第 1 節で述べた市民の参画と協働を基盤としながら、地域の特徴
や強みを引き出し、最大限活用しながら、行財政の効率的な活動に資することが求められます。

●市の財政状況など市や地域の現状について市民に分かりやすく公表し、情報を共有することによ
り、市民の協働の担い手としての意識を高める一方、多様な市民の意見を市政に反映するために、
市民が主体的にかかわれる仕組みづくりを進めます。

●市民のニーズを的確に把握して効率的な行財政運営を進めるため、新たな市民意識の把握手法を
導入します。

●経営資源を中長期的にコントロールするため、複数年の財政運営計画など新たな取組を進めます。

●RESEARCH（現状把握）・PLAN（計画）・DO（実施）・CHECK（評価）・ACTION（対応）の
RPDCAマネジメントサイクルを経営の基本として、施策の達成すべき目標を明らかにし、その成
果や実績などを有効性と効率性の観点から総合的に評価します。また、RPDCAの各段階において
市民が参画する機会を増やします。

●業務改善・再構築の取組や市民との協働、近隣自治体との広域連携などを進め、業務の効率化と実
効性を高めます。

新たな地域経営によるまちづくり

第 2節　　新たな地域経営によるまちづくりに関する方針
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資料編

1．第五次箕面市総合計画の策定経過
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（ 1）箕面市民会議
　第五次箕面市総合計画基本構想の策定に向けて、めざすべき将来のまちの姿について市民
が話し合い、その意見を市に提言することを目的として活動しました。

●市民：51人　市職員：28人
●会議回数　全体会議：20回　分科会： 6 分科会合わせて128回
●市民との意見交流会　 5 回（市内 5 カ所）
●パブリックコメント

（ 2）次期箕面市総合計画策定基礎調査
①人口推計調査　地域別・男女別・年齢別の人口推計

・推計年次　2008年（平成20年）3 月末を基準とし、2009年（平成21年）
～ 2028年（平成40年）までの20年間を推計

②都市構造調査　社会経済環境の変化・主要プロジェクトがまちづくりに及ぼす影響の調査
（調査期間　2008年（平成20年） 6 月～ 2009年（平成21年） 2 月）

③市民意識調査　総合計画に市民の意見を反映するため、市の取組に対する満足度と重要度
などについて、アンケート調査を実施

・調査対象　16歳以上の市民から無作為抽出した 2 ,000人
・調査時期　2008年（平成20年） 7 月
・回収結果　配布数： 2 ,000票　回収数： 1 ,005票　回収率：50. 3 ％

（ 3）箕面市総合計画策定委員会議
　箕面市民会議の提言書や基礎調査結果を踏まえながら、第五次箕面市総合計画の素案を策
定しました。
　分野別の策定作業については、「健康・福祉」、「安心・安全」、「ひと・学び」、「環境」、「ま
ちづくり」、「地域活性化」、「経営」の 7 つの分野を設定し、策定委員会議の下部組織として、
各分野を所管する部局室の職員を中心とする分野別策定検討会議を開催し、分野間の調整を
図りながら検討を進めました。

●構成員：12人　分野別策定検討会議メンバー：85人
●会議回数　策定委員会議： 8 回　分野別策定検討調整会議： 9 回

（ 4）箕面市総合計画審議会
　市から第五次箕面市総合計画原案について諮問を受け、原案に対しパブリックコメント及
び地域説明会を実施した上で、そこで得られた市民の意見を踏まえ、 8 回にわたって調査審
議し、答申を取りまとめました。
　基本構想では、将来都市構想をはじめまちづくりの骨格となるイメージを明らかにし、基
本計画では、めざすべき将来都市像を実現するために必要な政策、施策を総合的・体系的に
示しています。審議会においては、特に「総合計画が描く都市イメージ」について議論を深
め、原案に大きく加筆した答申となりました。

●審議会委員：25人
●会議回数　 8 回
●パブリックコメント
●地域説明会　 4 回（市内 4 カ所）
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資料編

2 ．第五次箕面市総合計画諮問・答申

（ 1）諮問書

箕 総 計 第 3 4 号
平成21年（2009年）10月26日

箕面市総合計画審議会
会長　黒　田　研　二　様

　箕面市長　倉　田　哲　郎

第五次箕面市総合計画について（諮問）

　本市では、第五次箕面市総合計画の策定について、平成19年度から市民のみなさま
に参画いただき、平成20年度には箕面市総合計画策定委員会議を立ち上げ、提言書を
尊重しながら素案の策定にあたって参りました。
　このほど、策定委員会議会長より素案の報告を受け、所要の修正を加えて本市とし
ての原案をとりまとめましたので、箕面市総合計画審議会設置条例（昭和42年条例第
19号）第 2 条の規定に基づき、第五次箕面市総合計画基本構想及び前期基本計画につ
いて貴審議会の意見を求めます。
　なお、基本計画のめざすまちの姿の達成状況を評価するための成果指標については、
更なる慎重なご審議をお願いいたします。
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（ 2）答申書

箕 総 審 第 1 5 号
平成22年（2010年） 6 月29日

箕面市長
　倉　田　哲　郎　様

箕面市総合計画審議会
会長　黒　田　研　二

第五次箕面市総合計画について（答申）

　平成21年（2009年）10月26日付け箕総計第34号をもって当審議会に諮問された第
五次箕面市総合計画案について、慎重に審議を重ねた結果、原案の一部を修正・加筆
して別添のとおり答申します。
  また、総合計画の推進にあたっては、この答申及び当審議会の審議過程を十分尊重
して計画を策定し、広く市民等に情報提供して協働によるまちづくりを進めるととも
に、当審議会の審議過程において主要な論点となった下記の事項にも十分配慮される
ことを要望します。

記

1 ．本総合計画は、先行き不透明な現下の社会経済状況を反映したものである。この
ような状況を克服し、計画の推進を図るため、財政力の強化と持続可能な発展に
注力するとともに、市民や市議会等関係機関の理解と協力を得ながら、めざすま
ちの姿の実現に努められたい。

2 ．本総合計画の全編を貫く視点として、「協働によるまちづくり」と「新たな地
域経営によるまちづくり」を掲げている。この理念を市民と行政が共有し、「自
助」・「共助」・「公助」の役割分担のもと、多様な主体がまちづくりに積極的に関
わることができるよう、「箕面市まちづくり理念条例」、「箕面市市民参加条例」
を活用し、その仕組みづくりや機運の醸成に努められたい。

3 ．本市の最大の特徴は、豊かな自然に恵まれた良好な居住環境であり、本総合計画
においても、「環境共生さきがけのまち」、「『箕面らしさ』を生かすまち」などの
節を設けて多角的に記述されている。今後のまちづくりに際しては、豊かな自然
環境との調和に特段の配慮をしながら、将来都市像として描いた都市イメージの
実現とそれに伴う新しいまちづくりに努められたい。

4 ．基本計画の成果指標については、審議会においても大きな論点となったところで
ある。成果指標及び目標値の設定については、達成状況を踏まえて、適宜適切な
見直しを図られたい。また、計画の進行管理及び後期基本計画の策定にあたって
は、幅広く市民の参画を得るとともに社会経済環境の変化や財政状況に鑑み、適
切かつ柔軟な対応を図られたい。
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3．箕面市総合計画審議会（設置条例・委員名簿）

（ 1）箕面市総合計画審議会設置条例
昭和四十二年十一月十一日

条例第十九号
（設置）

第一条　地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第百三十八条の四第三項の規定に基づき、
箕面市総合計画審議会（以下「審議会」という。）を設置する。

（所掌事務）
第二条　審議会は、本市総合計画に関する事項について、市長の諮問に応じて調査審議し、そ

の意見を答申するものとする。
（組織）

第三条　審議会は、委員二十五人以内で組織する。
（委員）

第四条　委員は、次の各号に掲げる者について必要のつど市長が任命する。
一　市議会議員
二　学識経験を有する者
三　関係行政機関の職員
四　公共的団体の代表者
五　市民

2 　前項第一号又は第三号に掲げる者に該当するものとして任命された委員が当該各号に掲げ
る職を失つた場合においては、委員の職を失う。

3 　委員は、当該諮問に係る審議が終了したときは、解任されるものとする。
（会長等）

第五条　審議会に会長を置き、委員の互選によつてこれを定める。
2 　会長は、審議会を代表し会務を総理する。
3 　会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指定する委員が、その

職務を代理する。
（報酬及び費用弁償）

第六条　委員の報酬及び費用弁償の支給に関しては、箕面市報酬及び費用弁償条例（昭和
二十九年箕面市条例第十号）の定めるところによる。

（規則への委任）
第七条　この条例の定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、市長が定める。

附　則　抄
（施行期日）
1 　この条例は、公布の日から施行する。

附　則（平成九年条例第四三号）
この条例は、公布の日から施行する。 
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（ 2）箕面市総合計画審議会委員名簿

※箕面市総合計画審議会設置条例第四条の規定に基づく。（敬称略・各号ごとの50音順）
※役職等は任命時点

上田　春雄 箕面市議会議員

神代　繁近 箕面市議会議員

川上　加津子 箕面市議会議員

神田　隆生 箕面市議会議員

田代　初枝 箕面市議会議員

森岡　秀幸 箕面市議会議員

阿部　昌樹　 大阪市立大学大学院教授（法社会学）

河田　聡　 大阪大学大学院教授（応用物理学）

窪　　誠　 大阪産業大学教授（人権政策学）

黒田　研二　 大阪府立大学教授（保健福祉） 会長

澤木　昌典　 大阪大学大学院教授（環境計画）

増田　昇 大阪府立大学大学院教授（都市計画・景観） 会長職務代理

籔口　隆　 弁護士

山内　直人 大阪大学大学院教授（国際公共政策）

山野　則子 大阪府立大学准教授（子ども家庭福祉）

吉村　庄平 大阪府池田土木事務所長 平22. 3 .31付け退任

芝池　利尚 大阪府池田土木事務所長 平22. 4 .16付け就任

中上　忠彦 箕面市農業経営者連絡協議会副会長

平野　クニ子 社会福祉法人箕面市社会福祉協議会会長

光井　良治 箕面商工会議所会頭

山田　富夫 連合豊能地区協議会箕面連絡会議長

植山　哲志 箕面市民会議

川端　常樹 箕面市民会議

島村　治規 公募市民

須貝　昭子 公募市民

藤井　慶一 公募市民

氏　名 役　職　等 備　考

一
　
号

二
　
号

三
号

四
　
号

五
　
号
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4 ．箕面市総合計画策定委員会議（開催要綱・名簿）

（ 1）箕面市総合計画策定委員会議開催要綱
平成二十年五月二十二日

箕面市訓令第四十号
　（趣旨）
第一条　この要綱は、平成二十三年度を初年度とする箕面市総合計画基本構想及び基本計画の

素案（以下「総計素案」という。）の策定及び当該基本計画を実施するための計画（以下「実
施計画」という。）を検討するため、箕面市総合計画策定委員会議（以下「委員会議」とい
う。）の開催について必要な事項を定めるものとする。

　（検討事項）
第二条　委員会議においては、総計素案の策定及び実施計画について検討するものとする。
　（構成）
第三条　委員会議は、次に掲げる者をもって構成する。
　一　企画専門委員（学識経験者のうちから市長が委嘱した者をいう。）
　二　総合計画策定委員（市民のうちから市長が委嘱した者をいう。）
　三　理事級の職員のうち市長が適当と認める者
　（会長及び副会長）
第四条　委員会議に会長を置き、構成員の互選によってこれを定める。
2 　会長は、会務を総理し、会議を招集し、かつ、その議長となる。
3 　委員会議に副会長を置き、会長が指名した者がこれにあたる。
4 　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、副会長がその職務を代理する。
　（関係者の意見聴取）
第五条　会長が必要と認めるときは、構成員でない者を会議に出席させ、意見を述べさせるこ

とができる。
　（分野別策定検討会議）
第六条　分野別に総計素案の策定及び実施計画について検討しようとするときは、分野別策定

検討会議（以下「分野別検討会議」という。）を開催する。
2 　分野別検討会議に部会長を置き、各分野を所管する部局室の総務次長がこれにあたる。
3 　分野別検討会議の運営に関する事項は、別に定める。
　（庶務）
第七条　委員会議の庶務は、市長公室政策企画課において行う。
　（委任）
第八条　この要綱に定めるもののほか、委員会議の運営に関し必要な事項は、会長が委員会議

に諮って定める。
　　　附　則
　（施行期日）
1 　この要綱は、訓令の日から施行する。
　（この要綱の失効）
2 　この要綱は、平成二十三年三月三十一日限り、その効力を失う。
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 （ 2）箕面市総合計画策定委員会議名簿

※箕面市総合計画策定委員会議開催要綱第三条の規定に基づく。（敬称略）

一
　
号

二
　
号

三
　
　
　
号

阿部　昌樹 大阪市立大学大学院教授（法社会学） 会長

澤木　昌典 大阪大学大学院教授（環境計画） 副会長

小野　淳 千里金蘭大学講師（情報教育）

中井　祥二 公募市民

片平　裕之 公募市民

五藤　正紀 箕面市民会議

高山　嗣彦 箕面市民会議

中井　勝次 市長公室長 第 1 回～第 3 回

具田　利男 市長政策室長 第 4 回～第 8 回

坂田　孝
総務部長

第 1 回～第 3 回

井上　清希 第 4 回～第 8 回

吉田　功 健康福祉部長

伊藤　哲夫 都市計画部長 第 1 回～第 3 回

山田　学 みどりまちづくり部長 第 4 回～第 8 回

森田　雅彦
教育推進部長

第 1 回

森井　國央 第 2 回～第 8 回

氏　　名 役　職　等 備　　考
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5 ．用語解説集（五十音順）

用　語 意　　　味

NPO
＜non-profit organization＞民間の非営利組織。
本市では、いわゆるNPO条例により非営利公益市民活動団体
と呼ぶ。

環境共生 人と自然環境の持続的共生のこと。キーワードは、環境保全、
省エネ、循環型、脱二酸化炭素など。

環境形成帯

山間・山麓部などの緑地のうち近郊緑地保全区域や明治の
森箕面国定公園と市街地の間に位置する山麓部の緑地（樹
林地）。本市の良好な都市イメージを形づくる大切な要素と
なっており、特に、季節ごとに表情を変える四季折々の彩り
豊かな山なみ景観は、箕面らしさを醸し出す最も重要な資源
となっている。

機関委任事務制度
法律または政令によって国から地方公共団体の執行機関（知
事や市町村長など）に委任された事務のことである。1999年

（平成11年）に廃止され、法定受託事務に再編成された。

協働 それぞれが果たすべき責任と役割を自覚し、相互に補完し、
協力すること。

経常一般財源 毎年度継続して収入される財源のうち、その使途が特定され
ず使用できる現実の収入。市民税、固定資産税など。

健康寿命 日常的に介護を要しないで、自立した生活ができる期間。

参画 事業・政策などの計画に立案段階から加わり、協働すること。

三位一体改革
2006年（平成18年） 6 月の経済財政諮問会議での小泉首相
（当時）の言葉。国庫補助金、地方交付税、税源移譲の 3 点
を同時に改革するという国の財政改革の一つ。

新市街地 近年大規模開発によって形成された市街地。本計画では、彩
都・箕面森町・小野原西地区をいう。
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3 Ｒ

Reduce（発生抑制）・ Reuse（再使用）・ Recycle（再資源化）
の頭文字を取ったもので、「スリーアール」または「さんアー
ル」と読む。資源の有効利用と地球環境の保全へと舵を切り、
循環型社会をめざすためのキーワードとなっている。

政策・施策 政策は、施政上の方針。施策は、政策に基づいて実地に採る
策。施策のもとに個別の事業を配置している。

地域経営

行政主導による行政サービスの効率化を追求する自治体運営
ではなく、限られた地域資源を最大限活用し、市民、市民活
動団体、事業者、行政など多様な主体が課題を共有し、合意
形成を図りつつ、役割分担と協働によって、地域を自律的に
運営していくこと。

地縁団体

一定の区域内に住所を有する、つながり（地縁）に基づいて
組織された団体で、その区域内の住民間の連絡調整、生活環
境の維持整備、社会福祉、集会施設の管理などの地域的な共
同活動を行っている団体で、その代表的なものが自治会。

地産地消 地元で生産されたものを地元で消費すること。

地方公共団体

ここでは、住民・執行機関・議会から構成される普通地方公
共団体を指す。執行機関の長と議会の二元代表制で、住民は
執行機関の長と議会議員を選挙で選び、議会は執行機関が行
う事務の重要事項について議決し、事務をチェックする。総
合計画は、執行機関が行う事務について定めた長期計画。

都市間競争 各都市が、定住・交流人口の増加、企業誘致などを図るため、
それぞれ魅力づくりを進め、その魅力を競い合うこと。

ニート 年齢15 ～ 34歳で、仕事も家事も通学もしていない人。

ノーマライゼーション

国連「国際障害者年行動計画」において示された考え方。「障
害者など社会的に不利を負いやすい人々を排除するような社
会は、弱くもろい社会であり、多様な人々が存在し互いに支
え合い、共に生き、共に暮らす社会こそが、あたりまえの社
会である」という意。
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用　語 意　　　味

ヒートアイランド

都市部では、建物や自動車の排熱、アスファルトの放熱など
が郊外に比べて多く、気温が高くなる。こうした地域で、気
温の等高線（等温線）を描くと、高温部が島のように都市部
を取り巻くように現れることからヒートアイランド現象とい
う。都市高温化ともいう。

フリーター 定職に就かず、アルバイトなどで生活費を得ている人。

まちづくり
道路や公園などのハード（物的）面に限らず、市民の健康・
福祉・教育、コミュニティの形成など、ソフト面でのひとづ
くりや仕組みづくりを含めた活動をいう。

みどり

山間山麓部の山林、まちなかの樹林・樹木・草地、公園、農
地などの草花や樹木などの植物としての緑だけでなく、これ
らと一体となった水辺やオープンスペース、さらには、そこ
での市民活動やかかわっている人々も含む幅広い概念を意味
する（「箕面市みどりの基本計画」参照）。「まちづくり」を
土木・建設や規制などのハード面だけでなく、人々の自覚的
な取組やコミュニティづくりなどを含めた概念としてひらが
なで表現するのと同様の考え方。

ライフステージ
人間の一生における幼年期、児童期、青年期、壮年期、老年
期などのそれぞれの段階。家族については、新婚期、育児期、
教育期、子独立期、老夫婦期などに分けられる。

ローリング
見直しすること。経済用語のローリングプラン（rolling 
plan＝計画を定期的に見直し、修正していく方法）から派生
した言葉。
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